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タイにおける領事裁判権をめぐって

- 保護民問題の所在-

飯 島 明 子*

OntheConsularJurisdictioninThailand

- APreliminaryNoteI-
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AsoneofitsstipulationsoftheTreatyofFriendshipandCommercebetween

Siam andGreatBritainslgnedinApril1855,theBritishwereaccordedtheprivilege

ofConsularJurisdicti(m overBritishsubjects･ Subsequently,similartreatieswere

concludedwithvariousEuropeannations･ TheprovisionsofConsular)urisdiction

couldbeeasilyconceded,foritseemedconvenientfortheSiameseatthattimetolet

eachconsulateholdthetrialsofthesma一lnumberofEuropeantraderswhowere
accustomedtoadiqerentlaw.

However,asthesituationschangedduringthelasthalfofthe19thCentury,the

treatyprovisionsbecameburdensome･ TheexemptlOnfrom theSiameseJurisdiction

wasextendedtomanyAsiaticsubjectsbornintheColonieswhichtheEuropeannations

wereacqulrlngandevenmore,totheforeignprot6ges,mostlyChinese,registeredat

someEuropeanconsulate. FJSpeCially,theFrenchconsulatewaseagertoenrollmany
ChineseasFrenchprot6gds. Thuspeopleexcludedfrom thelawandpunishmentof

Siam increasedbycverwideningscale. TheSiamesewereobligedtotakesome

measuresastopreventthewhole･salecreationofprot6g6S. Thisst】emedt()have

constitutedoneofthemotivatlngforcesofthemodernization.

Ⅰ は じ め に

1855年 4月13日, バ ンコクにおいてイギ リスとシャム1)との間に締結された ｢友好通商条

約｣2) (通例イギ リス側全権使節 SirJohnBowringの名をとり ｢ボー リング条約｣ と呼ぶ)の

*東京大学大学院人文科学研究科 (東洋史学専門課程)
1)現代のタイ国 (PrathetThai)は,1939年まで,国名を ｢シャムJ(Sajam,Siam)と称した｡したがって,
1910年までを扱う本稿では,具体的歴史事象については,国名 ｢シャム｣を使用する｡この場合の ｢タ
イ｣(Thai)は,シャムの主要構成要素たるタイ人を指す,といちおう理解しておく｡(19世紀以前にも,
タイ ｢国｣MuangThaiという表現は存在する｡国家と民をどのように表現していたかば,本稿の課題
とも直接かかわる問題で,今後詳細な検討を要す｡)しかし,現在に至るタイの歴史を視角に入れた叙述
においては,国または社会を表わす語としての ｢タイ｣も用いる｡なお,民族学的分類における ｢タイ
族｣については,綾部恒雄 『タイ族 その社会と文化』弘文堂,1971,pp.1ト40を参照｡
2)TreatyofFriendshipandCommer(.ebetweenHerMajestyaridtheKingsofSiam.SigneJdatBangkok,
April18,1855.
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第 2条は,イギ リス領事のバ ンコク駐在 (同条約批准後)を定め,その権限の一部として,

｢両国臣民問 (betweenBritishandSiamesesubjects)のあらゆる係争は,領事がシャム当

局と合同で (inconjunctionwith)審理 ･判決するo 刑事犯罪は,犯罪人がイギ リス人の場

合は領事がイギ リス法によって処罰し,犯罪人がシャム人の場合はシャム当局がシャムの法

によって処罰する｡｣

と規定 した｡翌1856年間条約の批准交換の際,両国はさらに詳しく条約の内容を定めた ｢附属

協定｣3)に調印 し,その第 2条によって,イギ リスの領事裁判権は, 民事 ･刑事ともに, 当事

者がイギ リス臣民同志の場合,およびイギ リス,シャム両国臣民が関係する訴訟に関しては被

告(人)(defendant)主義を採って,被告(人)がイギ リス臣民の場合に執行されるべきことが明

示された｡

ボー リング条約は, この後諸外国とシャムが締結 した諸通商航海条約の範型となり,それら

は等 しく,シャム駐在外国衝撃の裁判権を規定 した｡4)

諸条約が規定 した飯事裁判権 (CollSularJllrisdi｡ti｡n)をもって,｢[領事裁判のもとでは]

外国人が本国の領事によって裁判されるばか りでなく,この裁判は原則として外国人の本国の

法律によって行なわれるか ら,外国人は現に生活する国家の法律秩序に服 しない｣ことになり,

したがって ｢治外法権｣であり, ｢治外法権を負担する国家は, 主権が制限されているのであ

るか ら,完全独立国ではなく,従属国である｣5)と理解するならば, 近代タイ国家の政治的独

立の維持は条件付きで語 られねばならないことになろう｡

3)AgreementSupplementarytotheTreaty. Signedatliangkok,May13,1856.

4)以 Lの諸国と条約が締結された｡

theUnitedStates(May29,1856),France(Aug.15,1856),Denmark(May21,1858),theHanseatie

Republic(Oct.25,1858),Portugal(FetJ.10,1859),theNetherlands(Dec.17,1860),Prusia(Feb.7,1862),

SwedenandNorway(May18,1868),Belgium(Auきて.29,1868),Italy(Oet.3,1868),Austria-Ilungary

(May17,1869),Spain(Feb.23,1870)

諸条約は,領事裁判権を規定するとともに,関税を固定化したいわゆる ｢不平等条約｣で,これらの
完全な撤廃は,1920年のシャム-アメリカ条約を皮切りに,1920年代に実現される｡Sayre(1926):pp.

678--688;Sayre(1928):pp.81-88を参照｡

また,諸条約には期限がなかったことが大きな特徴である｡この点は,条約の拘束性に関するシャム

の認識如何も問わなければなるまいが,儀事裁判権について考えれば,これがやむをえざる譲歩ではな

かったことを示唆するとも考えられよう (注23参照)｡ 日本は,1898年に ｢日遅修好通商確約｣を締結
し,その付属議定書で,｢遥羅圃ノ司法改革 〔諸法典の編集〕ノ完了セラルル迄｣蘭事裁判権を執行す

ることを承認された (『日本外交文書⊂月第31巻,第1冊,pp･39-52)｡これは,儀事裁判権を暫定的措置
と認め,撤去の可能性が示された点で,画期的なものとされるが (James(1922):p.594)この規定がシ
ャムの司法改革に与えた直接的影響を筆者はまだ見出していない0 0

領事裁判権については,フランスとイタリーのみが,イギリスが1856年の付属協定において r実際的

でなくまた困難である｣として排した民事の混合裁判方式 (theMixedCourtsystem)を採用していた

点が重要である｡混合裁判の管轄についての解釈がシャムとフランスで異なったため,紛糾の因となっ
たo rLuangNathabanja(1924):pp.5ト52:Padoux(1908):pp.702-703l｡各国領事裁判制度上の諸問

題 (管轄,裁判官,法律等)については,Nathabanja(1924)を参照O同書は,タイにおける領事裁判

を,おそらく最も包括的に扱った讃物で,資料としても有用である｡
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いま,このような形式的断定の是非は問わないとしても,タイ近代史を解明するうえで,い

わゆるチャクリ改革期を通じて存在した領事裁判権を看過することはできないと思われる｡と

りわゅ,タイにおける飯事裁判権は,次の二つの理由によって特異 な問題性を帯びたといえ

よう｡すなわち,(1)前近代のタイ国家においては,儲界概念が末成立であり,その支配の体系

は,タイ人以外の多数のアジア人の存在を許容していたこと,(2)タイの周辺諸国が,19世紀中

にことごとく西洋諸国の植民地となって,周辺諸国の民が,AsiaticSubjectsとして植民地宗

主国の臣民中に編入されたこと,の二つである｡ これらが結びついてタイにおける領事裁判権

は,少数の西洋人のみならず,多数のアジア人にかかわるものとなった｡

タイの国境は,隣接諸国をイギ リス,フランスが併合あるいは保護国化する過程で徐々に画

定され,この国境に基づいて,イギ リスまたはフランスの Asiaticstlbjectsと ｢シャム臣民｣

の別が成立した.しかし,地図上に国境線が引かれても,Asiaticsubjects とシャム臣民の出

入りはしきりであったし,また続々とタイに流入する中国人の-那 (英領マレー,同ホンコン,

オランダ儀東インド,ポル トガル領マカオ等からの移民)がAsiaticSubjectsの範噂に属した

ため,国内に,外見上は ｢シャム臣民｣と異ならないにもかかわらず,タイ国家の裁判権に服

しないアジア人が相当数存在 した｡このような状況から,領事裁判権の行使には少なからず混

乱が伴ったであろうと推測される｡

タイにおけるAsiaticsubjectsとしての権利の取得には,条約国の領事館-の登録(registra-

tion)を要したが,数カ国の領事館は無条約国人 〔主として中国(活)人〕にも保護民 (prot6g6S,

protectedpersons)としての登録を認め,登録証を交付したので, 移民制限のなかった当時に

おいて登録が濫用されれば,潜在的にはタイの裁判権に服さない人間が無限に増大する可能性

が生じた｡

本稿は,この潜在的可能性を顕在化とさせたというべき,1890年代後半から1904年までの問

に,フランスがタイで意図的に行なった無制限の保護民登録 (本稿ではこれを ｢保護民創出｣

thewholesalecreationofprot6g6S6)と呼ぶ)をとりあげ, これがいかなる国内的条件と連関

することによって強力な外圧として機能 しえたか (この点にかかわる問題状況の総体を,仮に

｢保護民問題｣と呼ぶ)を概観する｡
●●●

｢『チャクリ改革』の全過程を通じて, タイの社会構造のなかには,近代化の内発的契機が

欠如していた｣7) といわれるが, このような構造の指摘は,一方における ｢改革｣の過程を,

単に起点においてのみならず,その後の過程を通じて継続して加えられた外圧との連関におい

て検討する歴史的考察を促すものであろう｡本稿のねらいは,ともに変化しつつある国内的 ･

国外的条件が互いに反応しあう動態的過程において領事裁判権をとらえることを心がけながら,

6)Sayre(1928):p.74.

7)矢野 (1975):p.122.
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国外的条件が ｢近代化｣の規定的契機となる歴史過程についての,一つの烏轍的見通しを得る

ことにある｡ もとより,足を地につけた実証作業をすべて今後に委ねた研究ノー トであり,良

轍図としても不備な点が多いことを断わっておかねばならない｡

次節では,極めて粗雑ながら,予備的考察として,前近代タイの社会と国家に関する研究が

これまでに提出している議論のうちで,本稿の課題に資すると思われる点を指摘し,19世紀中

葉のタイ国家における領事裁判権の設定の意味を考えてみることにする｡

Ⅲ 構事裁判権の設定について

前近代タイ史に関する根本史料である 『三印法典』(KotmaiTraSamDuang)8)を駆使し

た比較的新 しい成果である AkinRabibhadanaの研究が,タイ社会の機構を理解するうえで

の最も基本的な認識とするのは,タイ族がその国家を形成した大陸部東南アジアにおける ｢人

的資源の不足｣(thelackofmanpower),｢国家の支配面積に比して常に少ない人口｣, すなわ
ち人間の稀少性である｡ 国家 (-王権)の存亡は,究極的にはどれだけ多くの manpowerを

有効に支配できるかにかかっていたため,稀少な人間を確実に掌握し,その労働力を効率よく

運用することが常に国家の課題であった,とされる｡9)

この必要に応じたタイ国家の方策は,｢すべての｣ 民をして, 国家が任ずる特定 の保護者
(Na主,master)のもとに隷属させ, 保護者を通じて,管理 ･運用しようとするものであった｡

phraiと呼ばれた隷属民は,その保護者が所属する部局 (Krom)ごとに登録され,国家に対す

る義務 (その大半は格役労働のかたちで)を負った｡10)

いま,Naiと国家との関係,Naiの身分の違いによる Phraiの区分,また Phraiとは異な

る隷属民であるThatの存在等は捨象して,理念上の民と国家の関係だけを考えるならば,国

家にとって民とは, すべて Naiの下にあって, 国家の民としての刻印を帯びたもの (トンフ

リ朝以後,｢すべての｣Phraiに登録と同時に入墨を施そうとした11)ことは,このことの直接
的表現といえよう)としてのみ存在した｡国家の民たるためにこのような手続きを要す以上,

実際には,常に国家の支配の周辺に,国家の秩序の外にいる人間 (登録されていない人間)が

相当数存在 しえたはずである｡かれらが捕えられると,国家に対して罪を犯した者として罰せ

られた｡ したがって民の側からみれば, 登録されて Naiに属することによってのみ,国家の

保護を期待できるのであり,現実的には,盗賊 (秩序外の人間)に脅かされる危険も軽減し,

また訴えを起こす権利をも有するのであった｡12)ここでは,行政権と分離した司法権としての

8)石井 (1968)を参照.
9)Akin(1969):pp.16-18,p.171.
10)石井 (1966)(1968)を参照｡
ll)Akinによれば,入墨(sak)は,1774年のTaksinの勅令にはじめて現われる｡Akin(1969)‥p･57;石井
(1968):pp.43-45を参照｡
12)Akin(1969):p･20,p･57;石井(1968),p･42;Wales(1934)‥pp.195--196.
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裁判権は存在せず,裁判は Krom ごとに管轄 した.13)

このような,いわば ｢人的支配｣(governmentintermsofpeopleratherthanterritory)14)

の必然性を,ConstanceWilson は, ラーマ4世王期 (185ト68)のタイの社会 と国家 に関

する多岐にわたる膨大な史料を渉猟 して著 した論文において, 人口の希薄に, 当該地域の地

理的環境とそれに基づ く居住形態 (settlementpattern),および種族的多様性 (ethnicdiversity)

という条件を加えて説明している｡ すなわち, 人口は全体としてみれば希薄に散在 していた

が (scattered),実際にはそれぞれかなり明瞭 に限定 された河谷 や小丘 にか たま ってお り

(clustered),そのような形で異なる種族集団 (ethnicgroup)が同一地城内に混在 していること

も稀ではなかった,とする｡15)

国家の地方支配は, このような Settlementを単位として, それぞれの首長 (localruling

family)を通じて行なわれていた (familypolitics)｡ 地方支配の単位であった ban(village),

muang,huamuangは,人が利用 していない土地をも含めた髄域概念ではなかったことに注意

する必要がある｡中央との直接的関係は,通常 huamuangの首長どまりで, muang,banは,

それぞれ首長を通じて huamuang,muangに従属 して,タイ国家との関係を保った｡16)先に

指摘された種族的多様性をここで想起するならば,タイ族以外の種族集団も,このようなタイ

国家の支配秩序の枠内で,それぞれのアイデンティティーを保つことが可能であったことが理

解される｡

以上をまとめて,前近代のタイ国家は,原理的には人的結合に基づ く人間の支配を基礎とし,

領土 (territory)を基礎とする支配は行なっていなかったということができよう｡17)

これをふまえて,ポーリング条約の規定 した飯事裁判権を考えてみるならば,当時のタイ国

家にとって,属人主義的な裁判管轄 (personaljurisdiction)を意味する領事裁判権は18)むしろ

自然であったと考えられよう｡

ちなみに,ヨーロッパ人の釆住が多かった17世紀のタイ (アユタヤ)においては,中国人,

ペグ一人､マレー人等のアジア人を含めた外国人は,国ごとに各々特定の地域に居留地 (ban)

を有 し,各国人ごとに頭領を戴いて,その頭領が自国の形式にしたがって居留民を統治 してい

た｡ しか しこの際,国王の任命 したタイ官吏が頭領の上にあって関与したという点は重要であ

る｡19)18世紀については史料的制約により確言できないが,ある程度まとまった人数に適 した

外国人集団とタイの支配者との間のこのような関係は,･19世紀の初めに至るまで,基本的には

13)Wilson(1970):pp.406-408を参照｡
14)/bid.,p.91.

15)JbidリP･49,p･91･
16)I-oc.czz.
17)東北地方はこの点において例外をなし,ここではシャム国家権力が領土的支配を志向した｡その理由と
してWilsonは,他地域との地勢的相違,タイ･ラオス問の政治的支配権争奪の場となったという地理
的位置の特殊性をあげている｡Ibid.,pp･120-124･

18)小山博也 ｢条約改正｣『講座 日本近代法発達史』第2巻,1958,勤等嘗房,p･180･
19)岩生 (1966):pp.153-155.
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変化 しなか ったと考えられる｡

領事裁判権の設定に関する,｢治外法権はたやす く認められた｣20)あるいはまた,ボー リング
条約における領事の権限は,従来の外国人取 り扱い方式の延長として認められた,川 という見

方は,条約交渉において,タイ側 からの領事裁判権に対する抵抗がなかったという事実か らひ

き出される｡ しかし同時に,条約を締結 したラーマ4世が,儀事の任命自体に関しては大いに

危ぶんだという事実 もあった｡22)国王は,触事があくまで もタイ国家の支配者の統制下にあっ

たアユタヤ時代の外国人頭領 とは異なって,その権威を全 く外の権力に由来することに気づい
●●●●●

ていたと思われる｡ にもかかわらず,確かに領事裁判権はたやす く認められた｡ しか しこの時,

タイにおいて承認された領事裁判権は,近代国家の主権の一郎を制限する ｢治外法権的特権｣

(extraterritorialrights)としての領事裁判権ではありえなかった.23)

飯事に関する懸念は,条約によって開始される自由貿易に期待 して,独占貿易に執着する旧

い世代の反発を押えなが ら条約締結に導いた 国王を始めとする顕官たちの積極的姿勢24)の前

に消え去ったかにみえる｡ しか し,条約締結は,かれ らが列強の侵出に対する危機感をいだき

なが らもつないだ期待とは遠 く,近代資本主義が構築する世界経済体制の内にタイが位置づけ

られることを意味 した｡ ここではもはや,タイの問題を,タイ固有の論理だけで処理すること

は不可能 となるのである｡25)

20)h SearchofSoutheajlZA∫ia,1971,NewYork:pp.114-115.
21)Wilson(1970):p.386.Wilsonの記述自体は,｢従来の方式jを ｢前近代アジア｣全体にあてはまるこ
ととして不正確だが,これはボーリング条約以前のシャムの対外関係全般の評価につながる問題を提起

しているoボーリング条約における領事裁判導入の意義について,以下の議論も参照o

Hall(1968):p.669;Ingram(1971):pl)･27-28;Nathal)anja(1924):pp･31-35･

22)Bowring(1857):Vol.2,pp.32ト322.

23)一般に,｢治外法権｣と ｢領事裁判権｣の両語は混用されている｡その原因は,F層事裁判を認める国-∫
- ｢治外法権国家｣すなわち近代独立国家としての主権の未だ確立せざる国,という認識にあると考え
られるO つまり,｢治外法敵｣という場合には,国家のありうべき姿としての触土主権の確立が前提と
して存在するのである｡ところで,領事裁判権を承認するシャムの側では,それを国家統治における例
外としてではなく,前近代的な属人主義的裁判管轄の観点から,当然の便宜として認めたのであれば,
条約締結時において領事裁判権を r治外法権｣ とみなすことはありえない (タイにおいて,本文に引
用した平野のような認識に立って, 主権の確立が強くn叫まれたのは, 第一一次世界大戦以後であろうo
Nathabanja(1924)は, この段階で書かれた r近代的治外法権諭｣である)｡ したがって,r領事裁判権
の設定｣即｢治外法権の確立Jとするのは,あくまでも近代国家の認識ということができよう｡
本稿は,領事裁判権が次第にシャムにとって陸橋となり,r近代化｣の課題が出現する過程を重視す
ることを趣旨とするので, ｢領事裁判権｣と直ちに等しく置かれる ｢治外法権｣の語は,原則として文
中に用いない｡ただし,史料中に ｢治外法権｣とあるのは,そのまま記す｡また,｢飯事裁判権｣とい
っても,単に裁判上の権利に止まらず,これが保障する条約上の諾特権 (関税その他の課税上,警察上
等),さらにその運用によって営まれる種々の政治的機能を付随していることは,｢治外法権｣という場
合と異ならない｡本稿ではまだ厳密に論じていないこれらの領事裁判権導入がもたらす広範な結果につ
いては,さしあたり,Piggott(1907):p･22;三浦徹明 ｢"中国におけるイギl)ス裁判所"の設掛2月題と7
-ン戦争｣『歴史学研究』430号(pp.2-18);pp･2--3を参照｡なお,三浦論文は,中国における,アヘン
戦争に至る司法権問題を論じたものであるが,シャムに対するイギリスの飯事裁判権要求が,中国にお
ける経験を背景として出てきたとすれば,当時のシャム圧Ⅰ家にとっての領事裁判権設定の意義を考察す
る上で,シャムが中国の状勢をどのように理解していたかも重要なポイントであろう｡

24)Bowring(1857):Vol.2,p.356.

25)Bowring(1857):Vol･2,pp,290-291,p･295にある,Bowringとシャム高官との間の米輸出をめぐる会
話は,両者の ｢自由貿易｣の懸隔を鮮やかに示している(,
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Ⅲ 対外関係における保雑居問題

(1) フランス保護民創出の背景

1899年3月11日,シャム政府総務顧問 (ThiPruksaRatchakan,GeneralAdviser)Gustave

Rolin-Jaequemynsは,日本の在避代理公使との面談において,

｢差当り最も苦心する所は醸条約国臣民殊に清国人が容易に仏国債車館に登籍して其保護を

受け得る件にして之を防禦するの方法を案するは目下の急務｣

であるといい, ｢不日彼の不正不義なる治外法権の域を脱する｣日本の経験に基づく助言を日

本側に求めた｡これに対して代理公使は,参考になるべきものがあれば提供するが,

｢我国に於ては(略)在遅羅仏国領事館に於て目下二束三文に無条約国人民を登録して其保護
を受けしめるが如き類の経験に遭遇 したることは曽て無之｣

と答えている｡26)

当時総務顧問補佐 (PhtlChuaiKhongThiPruksaRatchakan)としてシャム政府に雇用さ

れていた日本人法律家政尾藤吉27)揺, この目本がかつて遭遇 したことのない経験について,

次のように語っているL,

｢仏蘭西は適確で支那人登録といふことを頻に行ふ｡｣｢何万人｣といるそういう ｢登録証を

持って屠る支那人は(略)大抵無学文盲の労働者であるから随分無理なことを言ふても悪い事を

しても仏蘭酉が保護 して呉れるから大丈夫だと思って屠る｣ために, ｢毎日毎日 〔かれらに〕

関係する民酎用事の事件が遅雁の何処かで起｣り,そのたびに ｢仏蘭西公使館と遵雁の外務省

とが公文で喧嘩をして屠る｣と｡28)

周知のように,フランスは,ベ トナムに支配権を確立し,カンボジアを保護領として,1887

午,フランス魔インドシナ連邦を結成 した｡これに続いてフランスは,メコン河以東は今やフ

ランス支配下にあるアンナンの旧領であると主張して,この地方に対するシャムの領土権を否

定すると,1893年4月には係争地帯に出兵 し,シャムの駐屯軍と戦火を交えるに至った｡同年

7月13日,チャオプラヤー河に‖こ派遣されたフランス海軍砲艦がバンコクまで遡江 して発 した

最後通牒をシャムが受講するまでの,イギ リスを交えた三園の交渉の模様は,パークナム事件

26)r総務顧問ジアクミン氏卜面談ノ件｣(明治32年3月14日),日本外務省Bo
27)政尾藤吉 (187011921)1870年愛媛県に生まる0 1897年6月Yale大学 D･C･IJ･取得｡1897年10月-1913
年10月シャム政府顧問 (総務顧問補佐, 後に司法省顧問として法典編茶に携ったほか, 控訴院判事
PhuPhiphakaaSamUthon,最高裁委員KammakanI)ika等を勤めた)0 1920年12月避羅国駐在特命全
権公使に任ぜられ, 翌21年8月任地バンコクで死去｡ 古典ヒンドゥー法との関係をはじめて指摘した
lWales(1934):p.109｣とされるシャム古代法の研究がある (｢遅滞国古代法研究二就テ｣『法学協会雑
誌』18巻, pp.6231-643,"Researchesinto IndigenousI.aw ofSiam asaStudyofComparative

Jurisprudence,"JournalofzAeSiamSoct■ety,Vol.2,Pt･1,ppl14-18･)0
政尾藤吉に関する主な文献:政尾隆二郎編刊 『政尾藤吉追悼録』1922,東京 ;日本外務省A①政尾藤
一irUO

28)政尾藤吉(1908):pp.1628-1629･
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(PaknamIncident)としてよく知られている｡

この結果フランスは, 10月3日に調印された ｢講和条約｣ および ｢同条約執行に関する協

約｣29)において,メコン河以東および同河中 の島峡を得たほか,フランス髄に隣接するシャム

領における武装解除等を要求し,また ｢同条約の各条項が完全に履行されるまで｣という条件

で,シャム領内のチャンタブリーChanthaburi占領をシャムに認めさせた (｢協約｣第6条)O

フランスのチャンタブリー占領は,シャムの条約履行にもかかわらず,結局1904年まで継続

され,同年 2月13日に調印された新 ｢協約｣30)によって,フランスはチャンタブリー撤兵とひ

きかえに,メコン河西岸-の進出を果たしたOフランスは,1893年から約10年間にわたって戦

後処理をひき延ばし,領土的要求を貫徹したといえよう｡

まさにこの時期に,フランスはタイにおいて｢できるだけ多くのアジア人をFrenchsubjects3り

として 〔フランス領事館に〕登録せ しめること｣を ｢政策｣として遂行したのである｡そのや

り方は,これが ｢バンコクにあるフランス公使館(領事館?)の主たる業務の一つであると思わ

れる｣ ほど ｢大規模｣(wholesale)であった｡32)このために, シャム当局とフランス公使館の

問に絶えず摩擦を生じていたことは,先に引用 した政尾の発言のみならず,多くの史料が証言

するところである｡

シャムとフランスが緊張関係にあったこの時期33)はまた,シャムが国内の制度的改革を本格

的に開始した時でもあった｡1892年に創設された中央諸官庁の主要部分を,1896年にラーマ5世

王の信任する王族たちが掌握すると,ダムロン親王の下にある内務省 (KrasuangMahatthai)

による地方行政改革を軸として, 中央政府の統治権力の強化が図られた. チ-サーピバーン

(Thesaphiban)体制と呼ばれる新 しい地方支配体制の確立は, Naiによる Phraiの人身支配

を廃絶した ｢髄域統治の成立｣, すなわち ｢画定された各レベルの行政嶺域における人民の統

治｣の誕生と評価されている｡34) この点については,本稿の末尾で若干ふれてみたい｡

(2) ベルギー人顧問の役割

さて,政尾は先の発言に続けて,

29)TreatyofPeaceofOctober3,1893.;ConventionfortheExecutionoftheTreatyofPea･ceandorthe

Ultimatum. SignedatBangkokOctober3,1893･

30)The1904Convention･ SignedatParis,February13,1904･

31)これはイギリス人の記述であるため,"LSubjects"となっていると思われる｡ "Britishsut)ject"の定義に
おいては,"aBritish･protectedperson"を含む｡Piggott(1907):p.68.

32)Campbell(1902):p･314･保護民は数万人といわれるが,正確な人数を知ることは困難である｡ 登録鉦

の不正取得, 売買, 譲渡が広範に行なわれていた模様で (｢登録証についての不正を防止する法｣),
"PhraratchabanyatSamrapPongkanK礼nTutcaritDuaiNangsuSamkhanThiCotThabianChu

SamrapTua,"P.K.PISリVol.21,pp･19-20参照Oただしこの法律の公布は1906年),保護民の権利を主

張する者は,登録数をはるかに上まわったと思われるO参考までに記せば,Rongは,Frcnchsubjects
が,1893年200名から1896年には30,000名に増加したとする〔Rong(1973):p.140〕｡ また,保護民創出

規制後の1907年に発表されているシャムにおけるフランス人人口は,Ⅰ.フランス市民200名,Ⅱ.バン
コクをはじめとする全国5カ所におけるAsiaticsubjectsぉよびprot6g占Sの登録総数15,000名強となっ
ているODirectory(1907):p.121.
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｢けれども 〔フランス公使館の〕 実際の喧嘩の相手は外務省でなくて司法省である｣｢遁羅
政府の法律顧問であって司法省の主任顧問を して屠る者,それが総て外事に関する公文の案

を立て｣｢草案を書 く｣のであり,当時その任にあったのはベルギー人である,と述べてい

る｡35)

こ こで,1890年代から20世紀の初頭にかけて,シャムに多数傭聴されたベルギー人法律顧問

の果たした役割に触れなければならないO

その中心的存在であったのは,本節の冒頭に登場 したRolin-Jaequemynsなる人物である｡36)

かれは,1892年か ら1902年のその死に至るまで,シャムの総務顧問を勤めた｡この間,ラーマ

5世および改革の推進者であった親王たちの全幅の個人的信頼を得て,諸改革の方針作成に,

他の誰にも増 して多 くの示唆を与えたといわれている｡37)外交交渉に立ち会い,外事の公文を

したためたはか,特に法制度の改革に したがい,同国人の法律家を大ぜいシャムに導いた｡か

れ らは,法律顧問 (LegalAdviser),法律顧問官補 として, ある者は新設された首都および地

方の裁判所で働き,ある者は法律の編纂に従事 した｡

RolinJaequemynSは,その50代の後半に,不断の困難に直面するシャム外交への助言者と

33)この間の, シャムがおかれていた国際的環境を大局的にみるならば, シャムは1890年代を通じて,英

仏の植民政策の一つの交鉛点の位置を占め, 1904年にドイツの台頭の前に英仏の提携 (｢英仏協商｣
AngloIFrenchEntente,シャムについては 『シャム･マダガスカルおよびニュー-へブリデスに関する

宣言』)が成立した時,英仏間のシャムという一つの懸案は,その儀土保全の確認という形で処理され
た,ということができよう｡

ところで,｢英仏協商｣より8年前,1896年の ｢英仏宣言｣ DeclarationbetweenGreatBritainand
FrancewithregardtoSiamandtheUpperMekong,SignedatLondon,January15,1896･,BlueBoob,

FranceNo.2(1896)は, 既にチャオプラヤー平原の領土保全を誇っている. これらの英仏間取り決め

は,シャムとは無関係に,ヨーロッパにおける英仏交渉によって成立しているから,シャムの ｢独立問

題｣の解明には,英仏の外交史料をもってはぼ事足りるとして,その結果,｢英仏宣言｣を重視し,｢英
仏協商｣は,シャムに関する限り,1896年の宣言の再確認にすぎない,とするのがJeshurun(1970)であ

る｡しかし,タイ史における両宣言の意義は,もちろん全く異なるものである｡例えば,1901年にバン

コクエコラート鉄道が開通すると,これに乗じてフランスが一気にバンコクを陥れる危険性が生じた,

と英人財政顧問が英政府に轟剣に対策を求める建議を行なっている ("MinutebytheFinancialAdviser

(C.Rivett-Carnac)uponthepresentpoliticalsituation,"13thFebリ1902.日本外務省B)ことが示すよう

に,シャムの独立は,決して1896年の宣言によって保証されたわけではなかった｡

対外関係がシャムに及ぼした影響を考える際,シャムにおいて,英仏の圧力が等しく実感されてはい
なかった,という点は重要であろう｡本稿が特にフランスとの関係をとりあげる理由もそこにある｡イ

ギリスは,貿易上のみならず,シャムの内政上でも,財政を始めとする国政の枢要部に顧問を送り込ん

で,着実に地歩を固めていったために,かえってシャムと正面から対立することは少なかった｡これに

対するフランスの威嚇的政策はシャムに強い対仏不信感を醸成し,(｢過羅皇帝ヨリ仏団総督へ使節派遣
ノ件｣,明治32年3月21日 ;｢遅羅図二於ケル仏蘭西ノ活動二就キ報告ノ件｣大正10年12月26日,Jbid･)

ユ904年以前にシャムに哨用された仏人顧問は,衛生局土木課等に若干を数えるのみである｡ この場合,

シャムにとってのフランスがパリではなく,主として仏髄インドシナ政府の ｢植民主義者｣たちであっ

て,シャムが常に植民地新聞の論調に神経をとがらせねばならなかった ("Minute",Ih'd･)という状況

を認識しておく必要があろう0

34)田辺 (1972-b):p･63,p･73･

35)政尾 (1908);p･1629･

36)以下 Rolin-Jaequemyns個人の経歴に関する記述は,DeSaint-Hubert(1965)によっている｡

37)Campbell(1902):p･177.

79



東南アジア研究 14巻 ]号

して招かれた時,すでに国際法学者としてヨーロッパで名を成し,38)故国ベルギーでは国会議

員ならびに内務大臣 (1878--84)の経験を有 した｡その思想の中心は,国際紛争解決手段として

の国際裁判 (internationalarbitration)の重祖, 小国も国際法に照らして大国と等 しい権利を

有するという諸国家間平等の主張にあったという,

Rnlin-Jaequemynsが総務顧問であった時期のシャム外交には,フランスの要求を多年にわ

たって拒否したことにみられるように,大国に立ち向かおうとする姿勢があり,上に簡単に記

したようなかれの学者としての信念の影響を看取することができる｡しかし,だからといって

政尾のごとく,Rolin-JaequCmynSをシャム外交の ｢黒幕｣39)と呼ぶことが適当とは思われな

いoRolin-Jaequemynsの発言は, それがシャムの要請に合致したものであったが故に歓迎さ

れ,尊重されたのではないだろうかC,かれが正義あるいは公正:.と信ずるところの見解が,西洋

の言葉をもって語られるシャムの主張として認容しうるものであったために,シャムがかれの

権威に期待して,その代弁者として利用しようとする面が強かったのではないか｡40)

しかし,Rolin-Jaequemynsの任用は,シャムが意図した効果をJilまず,領事裁判を ｢不正

不義｣と断ずるかかる代弁者の存在は,対外関係にむしろいっそうの乳蝶をもたらした｡その
経歴からして,かれらとしても一目おかざるをえないRolin-Jaequemynsの原則論としばしば

衝突した西洋側は, その仕事ぶりを,｢外来の理論が原住民の思い上がりを助長｣ したと珊旅

することもあった｡41)

｢仮令ば外国政府に向て或る事件に閲し公文を立案する場合などに於ても事件の真相を法律

的に解剖し又は議論し法律家の見解としては随分価値あるものには相違無之も外交文書とし

ては,徒らに外国政府の悪感情を生｣

じて,｢当国の如き其の開明未だ幼稚なる国｣の ｢国情又は事態に適合せざること多く｣と記

したのは, 日本の公使であった (1898年12月 4日付)042)シャムとフランス公使館の ｢喧嘩｣

のよってきたる所は,ここからほほ推察しうるであろう｡

(3) ベルギー人顧問の見解

シャムの裁判所で働いたベルギー人法律顧問のうちの一人である43)AugustDangeが1900

年に発表した ｢シャムにおける外国人の法的地位と司法制度について｣と題する論文は,シャ

ムがベルギー人を介しながら,フランスに対して行なった主張の原則を明らかにしていると思

われる｡同論文は,

38)Campbell(1902):p.177;Norman(1895);Ⅰ一･486･
39)政尾 (1908):p.1623.
40)Rolin-Jaequemyns白身が自らのシャムにおける ｢奇妙な｣地位を語っている記述 DeSaint･Hubert
(1965):p.184を参照｡ベルギー人顧問は,少なくとも後半の r行政各部の重要なる地位｣を占めた｢本
国政府の利益を間接に代表する政治的任命者日『顧問制度』p.73)たちとは性格を異にした｡
41)Norman(1895);p･488･
42)｢本邦人政尾藤吉選罪因政府-招哨ノ件J(明治30年12月4日),日本外務省A｡
43)DeSaint･Hubtrt(1965):pl189･
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｢シャムにおける外国人の法的地位を検討する際には,はじめより,シャムと治外法権条約

(untrait6d'extra-territorialit6)44)を締結 した国の国民 (lesnationaux)とそうでない外国人

の間に本質的区別をたてることが肝要である｣45)

という断固たる調子で始まっている｡そして,｢最も興味深くかつ非常に重要な問題｣は,｢治
外法権条約の規定を適用さるべき人を確定すること｣,すなわち ｢条約締結当事国民だけが治

外法権的特権に訴えることができるのか,または無条約国人も (略)同じ特権を享受しうるの

か｣という問題であり,これが重要なのは,現にシャムにおいて,多数の無条約国人が条約国

の領事館に保護民として登録され,治外法権の特権を享受しているという状況(lacirconstance)

があるからである,46)と保護民問題に焦点を合わせて,理を尽くしながら,かつ腕曲にではあ

るが,全体としてフランスを鋭く糾弾する内容をもつ｡

フランスの保護民創出を批判する Dangeの論法は次のどとくである｡

まず,前提として,フランスがシャムで行なっている保護民登録の法的根拠が Lcvantにお

いてフランスが有する権利からの軸椎であるとされている｡47) Lcvantでは,フランスが,オ

スマン･トルコと締結した Capitula.tionsと呼ばれる外国人の地位に関する条約において,｢他
の如何なる旗の下にも｣(sousaucuneautrebanniとre)保護を期待できない外国人に対して,

もっぱら保護を与える権利 (lemonopoledelaprotection)を認められている｡48)

Dangeは,シャムにおけるフランスの,現に行使されている上の権利を,(1)条約上の規定,

および(2)シャムにおける無条約国人の地位,を明らかにすることによって否定する｡

(I)シャム-フランス条約 (1856年8月15日調印)は,｢フランス領事は,シャム臣民同志また
はシャム人と外国人の間の係争に対しては, 如何なる干渉も行なわない｣(第8粂) と明確に

規定している｡(2)哲学的宗教 (unerel短ionphilosophique)である仏教が支配するシャムには

Levantにおいて Capitulationsの規定を必要としたイスラム教のどとき狂信はなく,外国人

は一般のシャム人と同様の ｢特権と自由｣(lesprivilとgesetlibert6S)を享受 している,という

のがその骨子である｡49)

このように無条約国人に対して条約国の保護を与えるべき理由が存在しないにもかかわらず,

現実において, フランスによる中国人の保護民化が行なわれていることに抗議して, Dange

は次のように記す｡

44)注23)を参照｡
45)Dange(1900):p.461.

46)Jbid.,p.462.pp.465-466･

47)/bidリp.463.p.465.

48)LaCapitulationde1740(art.32)･フランスの保護独占権を規定した Capitulationsは以下のとおり｡
1581(art.1),1597(1),1604(6),1973(6).(Jacquemin,Jean,Laノ〟rz'dzl{tionpCna/edc∫Con∫u/s

Franfaisdan∫le∫pay∫/iOrSCカrit2-C,lti,Paris1910,pp.27AO･)
49)Dange(19001:p･465.㍗.477.p.704.
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｢私は,それ白身が治外法権制度の下にある国 〔清国〕の臣民が治外法権を認められている

国の例を他に知らない｣

｢よくあることだが,あまり良心的でない者や,間違った情報を吹き込まれた者の言葉を信

じて,シャムの人民やシャムの法と権力の下にある外国人 〔未登録の無条約国人〕が,情け

容赦もなく暴利を怠る役人の餌食となっているとか,専制と無秩序が全土を支配 していると

想像することは誤りである｣(これは, フランスが保護民創出正当化のために行なった宣伝

活動の存在およびその内容を推測させる記述である｡)

｢確かに時折,権利の濫用 (abus)はみられるが,日ごとに少なくなっている｡ それに忘れ

てはいけない｡ヨーロッパ人が治めている国も,悪弊を免れているわけではないことを｣50)

そこで Dangeは次に,シャム人が享受している ｢特権と自由｣を示すために,シャムの法

制度およびその改革の現状を伝える｡その詳細は省略するが,シャムの対外関係における ｢特

別に困難な状況｣(unesituationsp6cialementdifhcile)51)を理解し,シャムの実情に則した漸

進的改革を評価しながら,シャムの姿を正しく伝えようと意図している｡
●●●

ここに紹介した Dangeの論文について,最も注目すべきことは,これが,シャムが条約に
●●
よる ｢治外法権国家｣であることは規定の事柄として,中国人を主とする無条約国人に対する

裁判権のみを問題としている点である｡ ヨーロッパ人に対する裁判権の獲得,すなわち髄事裁

判権の完全撤去という課題は,少なくともここでの Dangeの意識にはのぼっていない｡これ

が当時のシャムの方針を忠実に反映しているとすれば,極めて興味深い｡

Dangeは,ベルギー人が協力している法典編纂事業にふれた箇所で,

｢ヨーロッパ人が,西洋文明と全 く異なる文明を有する民 (unpeuple)に,よき法を与える

ことは如何に難しいことかと思う｡(略)〔民族の ｢特性｣(leg6nie)にそぐわない〕怪物の

ような(monstreux)作品 〔法〕をつくらないためには,〔その歴史を学び〕,その風俗に親し
み,その精神の理解に努めなければない｣

から,事業は手間取るが,そうすることによって,民族に調和した,長く存続しうる法を制定

できるであろう,と記している｡b2)こ こに示されているのは,法典編某が,またおそらく法制

度改革の全体が,よき ｢シャムの法｣,｢シャムの制度｣を目指しており,急激な西洋化 (-近
代化)を課題とはしていないということであろう｡そして,領事裁判権に関する主張が,西洋

人の裁判権にふれていなかったことを考え合わせると,当時のシャムが望んでいたのは,シャ

ム固有の支配秩序を侵されないことであって,異質の文明をもつヨーロッパ人は,原則として,

50)/bid.,p･466,p･476･Dangeは,カンボジアにおける内国関税制度を批判して,｢シャムの関税制度は,
中国のそれより好ましいばかりでなく,フランス保護領カンボジアの制度にも優る｣(pp.475-476)と
も記している｡

51)IbidリP.716.

52)laid.,p.709･
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かれらに適した法の下にあっていっこうに差し支えなかったのではないかと思われる｡

ベルギー人が参画していた時期の法制度改革の実態を知ることは,本稿の主題にとって重要

な意味をもつものであり,今後是非とも検討しなければならないと考える｡

さて,"abus"に対する抗議は,HabtlS"がそれと承知のうえで行なわれていたのである以

上,フランスの耳に届くことはなかった｡フランスが保護民創出の規制に同意したのは (1904

年の ｢協約｣による),Rolin-Jaequemynsがシャムを去って,代わって総務顧問に任用された

アメリカ人 EdwardStrobe153)の口を通してシャムが譲歩に踏みきった時である｡ もちろん,

これには,1904年 4月8日の ｢英仏協商｣によって,イギ リス-フランス間で,最終的にシャ

ムに関する合意が成立した (『シャム ･マダガスカルおよびモロッコに関する宣言』)という

前提条件があった｡しかし,和解は,国際社会における正義と公正にあずかる対等の国家とし

ての主張を放棄した時初めて可能になった,といってよいだろう｡

(4) フランス保護民に対する裁判権の獲得

フランスの保護民創出が,単に外交上の問題ではなく,改革途上のシャムの国民的統合の行

方に挑戦する意味をもったという点については次節で述べるが,条約関係の上からも,大量の

フランス保護民の発生,それに伴い国内の多数の人々に対してシャム政府の統制が及ばないと

いう事態がシャムに与えた圧力は,間接的にではあるが知ることができる｡

1904年の ｢協約｣において,シャムが獲得 したと言いうるのは,チャンタブリー撤兵の条項

のほかに,保護民に関する第10条,第11条,第13条,および裁判権に関する第12条である｡

第10条,第11条では,次のように保護民創出を既成事実として認めながら,第13条は新たな

登録,保護を否定するもので,保護民創出が,｢領土割譲｣を迫る政治的圧力として用いられ,

その根拠とされたいかなる事柄も口実にすぎなかったことをうかがうに十分である｡

第10条 シャム政府は,双方がその登録証を不正に入手したと認める者を除いた現在時 〔1904

年2月13日〕のフランス保護民(lesprot6g6sFranGais)のリス トを受理する｡(略)保護民の

子は,(略)次条に規定する人間の範境に入らない場合は,登録を申請する権利を有 しない｡

第11条 フランスの直接統治下もしくは保護下にある領土に出生したアジア人 (Lespersonnes

d'origineAsiatique)は,出身地がフランス統治下もしくは保護下におかれる以前にシャムに

来住した者を除いて,フランスの保護を受ける権利を有する｡フランスの保護はその子に与

53)EdwardHenryStrobel(1855-1908)1902-1908在任｡前職は theHarvardLawSchoolの BemisProf.
oHnternationalLaw｡Strobelに続いて同じくtheHarvardLaw School出身のアメリカ人たちが総
務顧問･外交顧問に任ぜられ,条約交渉にあたったoEldonJames,FrancisSayreもこれに含まれる｡

strobelおよびかれに続くアメリカ人顧問に-いては,次を- o w - ,- 絢 融̀ ny7"N'u晶u
I/ -

仰 ぎ.3':,品〟aL/FC蒜pn甜郎∵ 冴aJUl叩an,W.PT.舶 吋 Ppl348-372;ThamsookNumnonda,γ
"TheFirstAmericanAdvisersinThaiHistory,"JournaloftheSiam Socz'ety,Vol.62,Pt.2,pp.
121-148.
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えられるが,孫には及ばない｡

以上の規定により,1904年 2月13日以前に登録証を交付された者以外には,フランス保護民と

呼ばれる者は存在しないことになり,また Asiaticsubjectsの増加にも歯止めがかけられた()

同協約第12条は, 北部 (Chiangmai,Lakon,Lampo｡nchi,Nan)において, フランス属民

(ressortissants)(フランス市民 citoyensを含む｡ただ しこれに該当する人間はこの地方にほと

んどいなかったので実際的意義は認められない｡逆にそうであったか らこそ含まれたのであろ

ラ)の関係する訴訟は, シャムの裁判所 (InternationalCourt,SanTangPrathet)54)に提訴

すべきことを規定 した｡ 北部に限定されたこの条項が,裁判権をめぐる紛糾の続 く事態の改善

へ寄与 したところはあまり大きくないと思われる｡ なぜなら,｢何万人｣ といるフランス公使

館の登録証を有する中国人の圧倒的多数は,バンコクとその周辺に集中していたのであるから｡

しかし,1904年の ｢協約｣は,明 らかにシャム-フランス関係において一つの期を画し,裁

判権問題解決-の見通 しを与えた｡ それは,｢協約｣締結時の了解事項として, シャムがフラ

ンス人の立法顧問 (LegislativeAdviser)の受け入れを認め,55)法典編纂事業がフランス人に

委ねられていたことにある. これは,その後の経過からみて, Asiaticsubjectsおよび保護民

に対する領事裁判権の撤廃を予定した措置と思われる｡

フランス人立法顧問を中心とする法典編纂事業は,刑法から始められ,1908年 6月 1日,｢最

初の西欧型法典｣,56)｢諸法典の先駆｣として 冊 j法典』(KotmaiI.aksanaAya)57)が公布 (同

年9月21日施行)された｡

刑法編纂事業が進行 していた問に, シャムとフランスの問では新たな条約交渉がもたれ,

1907年 3月23日に調印された ｢シャム-フランス条約｣において,フランスはフランス市民以

外の属民に対する裁判権を,基本的には完全に放棄した｡移行捨置として,1904年以前に生じ

た prot6g6Sおよび同条約調印以前に登録済 みの Asiaticsubjects の裁判は, International

54)`̀lnternationalCourt"は,イギリスがすでに早く1883年に北部における BritishSubjects(ビルマ人,

シャン人等が主)に対する裁判権を放棄 (訴訟移送梅等を留保)した際, 13ritishSubjectsが関係する

訴訟受理を目的として,シャムが設けた特別法廷に与えられた新呼称で,シャムの裁判官が,シャムの

法によって裁く,純粋のシャムの裁判所であり,イギリスは,おそらく北部における権益 (チーク産

業)保護を主眼として,シャムと協力して治安維持を図る姿勢が顕著であった(､

Treaty betweenHerMajestyandllisMajestytheKingofSiam forthePreventionofCrimeinthe

TerritoriesofChiengmai,Lakon,andI,ampoont-hi,andforthePromotionofCommercebetweenBritish

BurmahandtheTcrritoricsaforesaid.S痛I-e(】atlhnLTkok.Set)teml'cr3,1883..fM〟βB oph,Siam.No.1

(1884).

`̀Phrarat(,habanjatSamrapKllaluangI;leTralakannaMuangNakhonChianglnai入luangNakhon

LampangMuangLamphunehai.A,了 P̀･K･P.AT･,Vol.10,pp.178-187.
55)Rong(1973)は,これをフランスに対する";tsop"(機嫌をとるためのもの)と表現している(p.141).

56)FredW.Riggs,Thaz■Za7Zd,Th ModerTZl'salio,10faBureauE,ralzlCPo/Z't)/,Honolulu,1966,p.133･

57)"KotmaiLaksanaAya..'P.K.P.S･,Voll22,pp.ト150. 刑法編纂は, いったん1897年に企てられた
が途絶していた｡1908年の刑法前文に述べられた制定理由と編纂過程の説明は,必ずしも初期からの一

貫した方針を示しているとは思われない｡初期からの刑法編纂過秤,そこにおける日本人顧問政尾藤吉
の役割を含む刑法典成立の意義については,稿を改めて考察したいと思うr)
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Courtが管轄するが,これも諸法典の公布 ･施行にしたがって,関係訴訟を通常のシャムの裁

判所の管轄に移すことが定められた｡フランス市民については何 らふれるところなく, したが

って依然として領事裁判権を認めた同条約の調印が,それにもかかわらず刑法典の編纂に ｢大

変な刺激を与えた｣58),と刑法審議に参加 していた政尾藤吉は語っている｡ 彼は1907年 3月23

冒,新条約がシャムの外務省で調印された同じ晩に,内務省で刑法典の審議をしていたが,

｢条約の調印が済むと外務大臣も亦刑法会議に戻 って来て,愈々摘印が済んだといふそれで

他の議員達 も大喜びであって,それでは今晩中にどうか刑法を通 して仕舞はうではなないか

といふので,其 3月23日の暁の 3時頃までやって屠って,とうとう通過 して仕舞ったのであ

ります,即ち仏蘭西との新条約ができると同時に刑法が通過 したのであります｣59)

政尾の言葉にいささかの誇張があるとしても,フランスの保護下にあるアジア人の刑事事件の

処理が,当面相当の比重を占める差 し迫った問題であったことを示 しているといえよう｡

こうしてシャムは,外国蘭事の有 した裁判権の-部 (フランス保護下にあったアジア人に対

する刑事裁判権)を譲渡されたが,そのために,Battambang,SielnReap,Sisophon｢割譲｣

という ｢重い代償｣㈹ )を支払ったo

rV 保雑居問題の国内的背*

(1) バンコクの中国人

｢シャムに移住して くる中国人すべてが,かかる法外な (exorbitant)権利 〔領事裁判権〕を

利用 しうるとしたら,いったいどうなるか｣61)

58)政尾 (1908):p.1634.

59)/bz◆d.,pp.1634-1635･内務 (KrasuangMithatthai),首都 (KrasuangNakhont,an),外務 (KrasuangTang

Prathct),司法 (KrasuangYutthitham)各大臣から成る大臣委員会 (KammakanSenabodi)を通過した
ことを言っている (政尾は,1907年3-11月,司法大臣が国王の欧州旅行に随行していた間これに加わっ

ていた),J同委員会とは別に, 2委員会が並行して審査を行ない,全委員会の審査は9月に修了,帰国

した国王の手による改修を経て,翌年6月1日に公布された(P.K･P.S･,Vol･22,pp･5-一8).
60)Sayre(1928)I.p.79.r代償｣は,裁判権に関しても要求されている.｢裁判権に関する同条約付属議定
書j("SanyaWaI)uaiAmnatSamNa主KrungSayamSamrap(thaiRaeKhonChaoEsiaThiYuNa主
T3angkhapRuNa主PonkganFarangsetTitthaiNangsuStlnya,"P.K.P･SリVol･21,pp.185-187･) に

おいて,ⅠnternationalCourt(SamKha°iTangPrathet)の-審判決に対する控訴には,ヨ-ロッパ人裁

判官 (PhuPhipaksaChaoYurop)2名の署名を要す (第5条)とした点で, シャムの裁判所へのヨ-
ロッパ人裁判官の導入を意味したOこの方向は,1909年のシャム-イギリス条約 (TreatybetweenGreat

BritainandSiam,SignedatBangkok,March10,1909,A/uePool,,Siam･No.1(1909);"SanyaNai
RawangKrungSayamRapKrungAngkrit,HP･K･PIS.,V(･l･23･pp･43･58･)において鮮明となる｡
イギリスは,本国人を含む仝 13ritishSubjectsに対する裁判権をシャムに委ねると同時に, British

Subjeetsの関係する訴訟については,ヨーロッパ人裁判官 (シャム司法省顧問)の担当･臨軒を要求し
た(｢付閤議定晋｣,第5項)O員後,法典編某,裁判を担当する司法省顧問は, もっぱらフランス人,
イギリス人によって占められる｡次の2カ年をとってみても,互層三省顧問の構成の変化は明瞭である｡
1900:ベルギ-10,オランダ1,日本1(neSaint･Hut,er上(1965);p.188);1916:イギリス12,フランス9,

ベルギー1(『顧問制度』 :pp.80-82).

61)Dange(1900):pp.466･
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ベルギー人法律家 Dangeに厳しいフランス批判をなさしめたのは, このような危供であっ

た｡では Dangeは,いかなる事態を予想して憂慮したのであろうか｡

そこでまず,｢移住してくる中国人｣についてみることにしよう｡
Akinは,タイ史における19世紀の重要性を指摘する時,それは,

｢まず第一に,中国人移民の流入｡かれらがタイ社会において最も求められてきたもの,す

なわち労働力を提供した｣

という重大変化によるのであり,格役労働の大半が中国人の賃金労働に置換された結果,格役

労働制に基礎をおく Nai-Phrai関係の弛緩を招いた,62)と述べている｡ これはいちおうAkin

の研究の対象であるラーマ 5世による親政開始 (1873)以前に関する記述と理解 され るが,

Wilson によれば, ラーマ4世王期の国家による中国人労働者の雇用は,ほぼ運河の開削 ･改

修工事に限られ,ただちに格役労働の軽減には結びついていないという｡63)また,確かに中国

人労働者の雇用は,格役の金納化 (課役代 KhaRatchakan 納入)を促進したであろうが,

Phraiの課役代納付の責任は直接労働の場合と同じく,Naiに負わされていたから,課役代の

採用は,人的結合に基づく支配の原理の転換とはならない｡64)しかしながら,身体的束縛の軽

減によって,人的支配は全般的に弛緩 し,十分にその機能を果たし得ないという状況が次第に

明白になっていくと思われる｡

さて,およそラーマ5世王期初めまでの中国人労働者は,国家事業に雇用される者以外には,

南部の錫鉱山,南東部のコショ- ･砂糖等の中国人が経営するプランテーションで働く者が多

数を占め,タイにおける商品生産の大部分を担っていた｡65)

この時期のタイ社会における中国人は,国家から｢〔フォーマルな〕システムの外｣66)の人
間としてその存在を認められていたことにより,経済上特別な役割を果たしえた,とされる｡

この意味での最も顕著な働きは, ラーマ2世王期 (1809-24)に導入された徴税請負制 (tax

farming)において認められよう. ラーマ4世王期に一段と発展した徴税請負制 の意義を,

Wilsonは,｢通常の行政機構を用いず,あるいは拡大することなく｣｢タイ史上, 極めて重要
な時期に,〔中央〕政府に融通のきく財源｣, ｢現金収入を提供した｣ ことにある,67)と概括し
ているが,政府のエージェントたる徴税請負人 (CaoPhasi)の大部分は中国人であった｡この

ように,中国人の活動は,人的支配に基づく既存の ｢政治システムの外｣に展開したが,ここ
●●●

で成功 した個々の中国人は,シャムの官位を授けられて権力に直結し,包摂されていった｡こ

うして人的結合における網の目の一つとなった中国人は,十全な意味でのシャムの民であった｡

62)Akin(1969):pp.179-180.

63)Wilson(1970):p.576.tll辺 (1973),(I);p.29を参照｡
64)石井 (1966):pp.39-40.

65)Skinner(1957):pp.109-113.

66)Akin(1969)0:p.162.p.181.

67)Wilson(1970):p.621,p.643.
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1870年頃を境として,タイ社会における中国人の存在形態に新たな様相が加わる｡その原因

はいうまでもなく,ボー リング条約以後の貿易の発展に帰せ られねばならない｡

自由貿易は,まず何よりも,シャムの玄関である首都バンコクを変えた｡

｢1850年の静寂なヤシ林と未踏の密林は,マス トの林,高 く替える煙突,せわしないイギ リ

ス貿易商たちの活気ある倉庫街 (Hgodowns")にとってかわられた｡精米所,製材所, ドッ

ク,造船所,商店,銀行,住宅,学校が,原住民の怠惰に新 しい生活を押 しつけた｣68)

と,その急速な変化,｢半ば西欧化 した首都｣(thesemi-Europeanizedcapital)叫 の有様が,
1894年に轟われている｡西洋人の要請によって道路が造成され,バ ンコクは ｢水上都市か ら地

上の都市-｣と変容 し,市域は著 しく拡大 した｡70)バンコクを出て,-歩内陸に足を踏み入れ

た西洋人たちは,｢バンコクはシャムではない｣と語るのが常であったという｡71)

ここに新 しく生 じた, 貿易港バンコクが求める労働力需要に応えたのは, 続々と流入する

(その一部はいわゆる苦力貿易によって)中国人労働者であった.道路 ･鉄道 (1893年開通の

サムットプラカーン鉄道建設を慣矢とする), 運河をはじめとする建設工事に従事する者, 埠

頭人足,はしけ水夫等の港湾労働者その他の交通運輸関係の労働者,外国人家庭 ･旅館等の給

仕人 ･召使に至るまで,そのほとんどが中国人で占められた｡そして,煙突が首都の空に寺院

の塔と肩を並べてそびえ立つと喧伝されるまでに増加 した(蒸汽)精米所 (1870年代以降,大部

分を中国人が所有 ･経営),および製材所は多数の中国人労働者を雇用 していた｡72)世紀の変わ

り目頃バンコクを訪れた旅行者は一様に,バンコクが中国人の町である,という印象を記 して

いる｡

1896年,警察顧問として英領インド政府から派遣され,初代警視総監(InspectorGeneralor

Police,Bangkok)に就任 した A･J.A･Jardineは,その興味深い初の ｢報告書｣ (1898-99年

皮)73)において,ほとんどゼロから出発 しなければならない警察が直面 している種々の問題を

指摘 しながら,繰り返 し中国人に触れている｡かれの記するところは, Dangeの危供の一端

68)Norman(1895):p.410･1850年のバンコクについての記述はNormanの想像によるものであろう｡当時

のバンコクについては,さしあたり,Wilson(1970):pp.437--442を参照｡アユタヤ朝以来,バンコク
王朝初期においても,タイの王朝権力は貿易に立脚 していたと考えられる｡1850年のバンコクも ｢商

港としての機能｣〔石井 (1975),p･43〕は有していた｡
69)Campbell(1902):p.51.

70)Skinner(1957):p.115;田辺 (1973):pp.33-34.
71)Campbell(1902):p.51;Norman(1895):p.425,

72)Skinner(1957):p.88,pp.103-104,pp.113-116;駐遅日本公使館 『在過華僑の現勢』昭和4年 (南満州
鉄道株式会社東亜経済局 『タイ国における華僑』昭和14年,p･103,p･154所引);Campholl(1902):
p.102.

73)p.p.A.ofBanghohSuburb∫andRaihvayDiyi∫io7Z∫for1898-99･バンコク警察は首都省所轄｡バン

コク以外の警察は,地方行政改革の一環として,デンマーク人が指導,創始した憲兵制度により,5世
王期は内務省所轄｡
Jardineは,1902年3月26日まで在任した｡その間の業績は R･P･A･ofBanghohTown,NortAer72
andSouz/ier71SuburbJ･andRat/wayDz'∫trict,forzheYear120,pp.4--5.に簡潔に記されている｡
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を,またそれが既に現実のものであったことを示しているとみてよいだろう｡やや長くなるが,

Jardineの中国人に関する記事の一部を次に引用する｡

(｢人の身体に対する重罪｣13angkokTownで報告された事件について)｢大部分は中国人

の間に起こった｡(略)中国人はほとんど支配 (control)をうけていない｡実際,かれらには

主人 (master)もいなければ法律規則もなく, センサスも実施されず, 制限というものが全

くない｡かれらに対する課税 (後述)は,この国の人々に対するよりも軽い｡

かれらは大勢で雇われると,たいてい雇い主にとって恐怖の種 (terror)となり,欲するも

のを要求するだけである｡ 労働者がもっぱら中国人であるところの大きな工場 (millsand

faetorics)では,かれらは秘密結社に所属し, 犯罪人をかくまい,凶悪犯罪を企み,一般に

全くの無法状態にある｡警察は通常これらの人々に関してはお手あげである｡ほとんどすべ

ての工場が外国の保護下 (tlTlderForeignf'rotection)にあるから,令状なしに立ち入ること

は遵法であり,不可能に近い｡工場所有者たちには警察を手助けする意志がないのだから｡

(略)これで大部分の事件の説明がつくのであり,またこれは,警察が戦わねばならない困難

をも示すo

おびただしい賭博場,アヘン吸引所,売春宿,特に中国人地区 Sampengのそれらは,多

数の凶悪犯罪の因となっている｡

重ねていう,ArmsActは存,fEせず 〔同報告申 Jardineは,火器 (Brearms)が普及し,

犯罪に多く使用されることから,武器の製造 ･販売 ･所持を規制する法律の制定を訴えてい

る〕,誰でも火Fj詩を持てるのだO武器と弾薬は,おおかたの質屋 (pawn-shop)にあるから手

軽に購入できる｡｣74)

以上の Jardine報告から知られるのは,およそ次のようなことである｡

第 1に,バンコクにおける犯罪の多くに中国人が関係していること｡ とに引いた ｢人の身体

に村する重罪｣(SeriousOqencesagainstthePerson)以外に,｢同軽罪｣(MinorOffenees),禁

制の蒸留酒取引,通貨偽造について,特に,大多数の犯罪者は中国人であると述べている｡75)

第2に,外国の保護下にある多数の犯罪者に対して警察の手が届かず,またそのことが,犯

罪を助長していること｡ (Jardine 着任時には,警察自体が名ばかりの存在で十分な権限も与

えられていないという理由にもよるが,警察については別の機会に譲る｡)

外国の保護に関連し,質屋の存在が注目されるO 当時バンコクには,外国の保護下にある一

握りの人々 (pawn-brokers)が経営する多数の質屋があった｡これらがもっぱら盗品を扱うた

74)R.P.A.for1898--99:p.41,1).12.

75))bid.,p･39,p･44,p･48･また,火器を蓄えた中国人秘密結社同志の衝突がしばしば起こって,一般の
住民を震憾させた｡ 1898年10月1日布告の ｢秘密結社法｣ (HPhraratchabanyatWaDuaiAnjiR.S.
116,"P.K.P.S.,Vol.16,pp.103-110･)は,結社の登録を兼務づけ,集会を規制したが実効はなかっ
た｡eampbell(1902):p.277;Vella(1957):pp.18,19を参照｡
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め,多くの人々を盗犯に走らせていた｡78)犯罪者に火器を提供したのも質屋であった｡しかし,

このような質屋営業をシャム当局が取り締まることは困難を極めたのである｡

第 3には,中国人が目立った存在であるにもかかわらず,シャム政府の統制努力がほとんど

なされていないことがあげられる｡増大するバンコクの中国人人口の概数さえ十分につかめて

はいなかったようである｡

バンコクを ｢中国人の町｣と呼んだ外国人たちは,中国人人口を,バンコクの人口全体の半

分以上とか,少なくとも3分の1以上等とまちまちに推定した｡諸推定値のわずかなもっとも

らしい根拠は,中国人人頭税 (Chinesepolltax)の徴収額であったが,これが中国人 (ethnic

Chinese)の実数を得るには役立たないことは, Skinnerが指摘する通りである｡77)しかし,

人頭税賦課の方法,課税対象等を知ることにより,本稿の課題に関しては幾つかの示唆を与え

られる｡

(2) 中国人人頭税

一般に ｢中国人人頭税｣と呼びならされているのは,｢中国人の手首に (紐で)結ぶ課役代｣
(KhaRaengPhukPiKoMu(∋in)という名で,1906年まで,3年に1度ずつ (したがって,

Chinesetriennialtaxとも呼ばれる)実施された中国人に対する課税である.納税済みの者の

手首に紐を結んで目印としたことからこのように呼ばれる｡ これが, タイ人ほかの衝役負担

(それに代える課役代)に比べて ｢軽い｣とみられるので,シャム政府の中国人移民奨励を示

す,というのが通説である078)

1897年までは,徴収年ごとに布告 (Prakat)を発 して,納税を促していたと思われる｡『年次

別法令集』(PrachumKotmaiPraElamSok)には, この税に関する数件の布告が収められて

いる｡その中では古い1858年 (小暦1219年)の布告 (PrakatRu礼ngPhukPi)には,次のよう

にある｡

｢本年は, 以前から行なっているように, 中国人の手首を縛り国家-の奉仕 にか り出す

(KenchuaikaIIPaendin)年にあたっているo 入墨をしておらず, 登録局の帳簿に番号

(Eamnuan)のないすべての中国人をして,1人 1カ月の KanPhranakhonをなさしめるo

労役に服さない場合は,全員1人あたり 1tamlungと手数料 lsalung(計4.25baht)払わ

ねばならない･--｣79)
●●●●●●●●

ここで課税の対象となっているのは,｢登録されていない中国人｣ である｡ 同布告中で興味深
いのは,タイ人であっても,｢逮捕 (Cap)を逃れるために,〔タイ人には禁 じられている〕アへ
76)R.P,A./orz/leYear120:pp.22--25の ｢質屋法｣ ("PhraratchabanyatRongCamnam R,S･114,"
P.K.P.S.Vol.15,pp.261施行に関する報告｡
77)Skinner(1957):pp.70-75.
78)Ingram(1971):p.31.
79)"PrakatRuangPhukPi,"P.K.P.S.,Vol.5,pp.276-279.
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ンを吸引し, 中国人のように髪を垂 らしている 〔弁髪〕者｣は,｢手首に紐を結ぶ｣ 者の仲間

入りをさせ られ (ただし税額は中国人よりはるかに高い), 自らシャム国家の恵みに浴そうと

しない (その代わり義務も負わない)者とみなされていることである｡シャム臣民は, Naiの

下を離れて浮浪する者としては存在しえなかったから, 個人として動きまわる自由80)を獲得

するためには国家秩序の外で生きる以外には ｢中国人｣の姿をとらなければならなかったので

あろう｡このことから,｢手首に紐を結ぶ｣税 (次出より ｢中国人人頭税｣と記す) を負担す

る ｢中国人｣は,シャムの ｢フォーマルなシステム｣(Akin)の外の人間,登録されているシャ

ム臣民とは異質の存在であり,それゆえに,シャム臣民にはない自由を認められていたといっ

てよいだろう｡言い換えれば,中国人人頭税には,正規のシャム臣民とは別のカテゴリーに属

す人間に対する課税という意義が認められよう081)

1900年に,中国人人頭税は,徴収の便を図って,｢ラタナコ-シン暦119年(1900/1901A.D.)

中国人人頭税法｣(PhraratchabanyatLaksanaPhukPitin)82)として成文 (phraratchaban-

yat)化される｡ これは, 人頭税負担者-シャムの ｢フォ-マルなシステム｣の外の人間の増

加-の対応と考えられる｡

同法は, 徴収年における ｢18才以上60才以下の弁髪をした中国人男子｣ に, 4baht24at

の課役代 (Ngunkharaeng)納付および手首に紐を結ぶこと(6baht32at納めれば,納税証

明書に代えられる)を義務づけ (第 3条), 特に, 新たに流入する中国人にも適用される,と

明記している (第4条)｡しかし,これに該当する者のうち,(1)官位(bandasak)保有者 (2)役

人 (徴税官,村長,字長)(3)3年間に納税証明書取得に必要な額以上を国家に拠出した者 (4)

徴税のための調査を委任される頭家 (5)タイ人としての保護証明書所有者,は税を免除される

(第 5条)｡これらは,いずれもシャムの formalsystem に包摂された, あるいは連結した者

とみなすことができる｡この他に,外国の保護民 (Khonnaibangkhaptangprathet),外国飯

事館 ･公使館の被雇用者および若干の者が免除される｡

同法はまた,別に内務省布告をもって,同法の適用除外地域を設けている｡83)それによると,

80)友杉氏はこれを ｢移動の自由｣と表現する｡友杉(1906):p･154,等しかし,これに対するタイ人の｢不
自由｣は,一定の土地への緊縛を意味するものとは考えられないから〔同氏による,Phraiの徴発組織
における血縁原理の指摘を参照｡友杉 (1975):p･99〕,移動の事実に対する評価は慎重に行なう必要が
あろう｡田辺 (1972-a):p.264を参照｡
81)中国人人頭税を異質の人間に対する賦課といいうるなら,それをシ17ム臣民の負担と直接比較して軽重
を論ずることにはやや疑問を感ずる｡シャム臣民の登録に伴う手首への入墨と｢紐を結ぶこと｣,毎年
の賦課と2年おき,とを比べてみるとき,中国人が一時的な滞在者であることに対応しているようにも
思われる｡ここでいう｢異質の｣ とは,人頭税徴収対象の定義が示すところから,シャム臣民として
の生活様式を選択しないということを, 区別の最も基本的な点として念頭においている｡ ちなみに,

1904年に行なわれた部分的センサスにおいては,種族別集計に際し,｢個 々人の髪型と服装によって｣,
中国人とみなすか否かを決定している["BangkokTimes"Ofhce(1907),p.110]｡
82)HPhraratchabanyatLaksanaPhukPieinRatanakosinSok119,"P.K.P.S.,Vol.17,pp.330-337.
83)"PrakatYokWenHuamuangThiMa主TongChaiPhraratchabanyatPhukPieinR,S.119,"P.K.P.
∫リVol.17,p.366.
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適用を除外されるのは,(1)別の方法で課役代 (Kharaeng,Kharatchakan)を徴収している

Phuket,Nakhonsithammarat,Saiburi,Chumphon,西北 (Phayap)の各州 (Phayapを除き

南部の以前からの中国人定着地域)(2)中国人が少ない北 (Udon),東北 (Isan),東 (Burapha)

の各州である｡(2)の各州で,中国人が少ないという理由で,徴税を行なわないという点は注目

に値する｡徴税は,現に中国人が大勢いる所に必要とされるのであろう｡

そこで次に,バンコク (クルンテープ州 MonthonKrungthep)に関する同法施行規則 (首

都省令)84)にしたがって,バンコクの多数の中国人をどのように把握しようとしていたのかと

いう点に留意しながら,人頭税徴収方法の要点を示す｡

徴収日程は次のとおり｡ 徴収年の5月に徴税布告が出され,納税者の調査を開始し,7月1

日から9月30日までの間に徴収する (これを第 1段階と呼んでおく)0 10月1日からその年の

終わりまで,係官は,未納の者をみつけ次第,検束して納税を命ずる (第2段階)(第 1項)0

第 1段階の徴収は,係官が担当行政区域内に居住する中国人について行なう戸口調査 (第2

項),50名以上の中国人を擁す官位保持者,外国保護民の家,工場等ではその管理者からの報

忠 (第3,4項)に基づいて行なわれる｡10月以降は,上の方法で把捉しえない移動する中国

人(puakeineon)杏,交通の要所に設けた関所 (dan)において捕えるのである (第5項)0

いま,これを詳細に検討する余裕がないので,大まかな印象を記すにとどまらざるをえない

が,まず第1段階における中国人の把握の仕方は,基本的にはシャムのformalsystem に依拠

した方法とみることができよう｡ (ただし,外国の保護民である管理者に期待できないことは

既にわかっている｡)しかし,この方法で毎週,新たにバンコクに到着する (バンコク-シン

ガポールおよび香港間の定期船で)85)多数の中国人を把握できたとは思われない｡事実,この

年(1900),第1段階の徴収期の最終日9月30日には布告が出され,調査,徴収期をすぎてから

新たにバンコクに流入する中国人,徴収期にバンコクを留守にした中国人が多く,大量の追加

調査,徴収を要するため,このように,流出･入する中国人,移動する中国人が集中している

バンコク (クルンテープ州)の第2段階の徴収 (eineonからの徴収)期を延長する旨が告げ

られた｡86)したがって,新たに流入する中国人 ･移動する中国人からの徴税は,主として第2

段階の方法に委ねられていたとみてよいだろう｡

その方法は,偶然網にかかった者を捕えようとするに等しい｡これらの中国人に要求されて

いるのは,一定期間 (徴収年末まで) に開所を通過する際に ｢手首に紐を結んでいる｣(納税

84)"RotSenabodiSamrapRanSamruatLaeKepNgunKhaRaengPhukPiKhoMueinNaiKrung
ThepCamnuanR.S.119,"P･KIP.S.,Vol.17,pp.339-351.
85)Campbell(1902),p.269.
86)"PrakatLuanKamnotTruatPhukPieineonNaiMonthonKrungThep,"P.K.P.S.,Vol.17,pp.
465-466.
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証明書を携帯 している)ことにすぎない｡中国人側に脱税意志があれば,容易に免れ得たであ

ろうことは想像に難くない｡そしてそれは,保護民となって登録証を保持することにより,坐

く危険を伴わない行為となるのである｡

以上の若干の検討から中国人に対しては,シャムの街域内にあることによって自動的にシャ

ム政府の統制が及ぶという原則,すなわち ｢領域統治｣の原則は適用されていないと言いうる

であろう｡中国人の移動する人間,あるいは一時的滞在者としての性格に対応するかのように,

シャム政府はかれらを3年に1度の人頭税徴収期間しか拘束しようとしないのである｡ ゆえに,

この｢人頭税法｣が制定された1900年においても,シャム臣民と中国人の問の属人的(personal)

皮,いわば ｢境界｣が依然として存在 していたといえよう｡

筆者は,ここにフランスの保護民創出に対してベルギー人法律家が近代国際法に依拠してい

かに不正を指摘しえても,それを規制する有効な処置を講ずることなく,なすがままにせざる

を得なかったことの根本的原因があった,と考えたい｡つまり,領域内に中国人を包含しなが

ら,彼らをフォーマルに国家支配に包摂する制度的 ｢領域統治｣が確立されていなかったため

に,属人主義的な領事裁判権に対抗しえなかった,と｡

(3) 保護民問題の帰結

ところで,問題は中国人だけのことだったのであろうか｡Skinnerは,19世紀の最後の四半

期以降,バンコクの中国人人口は,その比率からすればむしろ減少傾向にあったことを指摘し

ている (それでも1907年段階で約50%とみる)087) Skinnerはこの傾向を,｢19世紀の最後の

四半期を通じてタイ人は次第に格役義務,保護一被保護紐帯 (patronageties),奴隷の境遇から

解放され,新しく移動の白由を獲得 して,中国人に匹敵するかつてない大量の人々がバンコク

に流入した｣と説明する｡88)筆者は, この説明を1870年代から適用するのは時期的に早すぎ

ると考える｡この時期の流民の存在は,旧制度の機能不全をこそ露呈したものではないだろう

か｡

しかし世紀が改まると,明らかに ｢改革｣が人口移動を推進する力となった｡

『ラタナコ-シン暦126年(1907/1908)司法省報告』は,｢浮浪者および累犯者矯正法｣(19O8

年 9月4日公布)の制定主旨を,次のように述べている｡

｢本法は,司法省が,バンコク市内の浮浪 ･累犯者が非常に増加して公衆の安全と福祉にと

っての脅威となりつつあると認識した首都省に代わって,起草した｡

首都にはここ数年の間に,首都をとりまくすべての地方から,犯罪者や労働嫌いの無頼の

徒が集まってきている｡

これには,本邦における旧慣から現代的慣行 (custom)-の全面的変革に責任があるO 鉄

87)Skinner(1957),p.87.
88)Z･oc.lil.
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遣 ･汽船 ･蒸汽船による旅行施設は,バンコク周辺のどこでも豊富である｡また娯楽の場と

して, 首都には人を魅惑するものがたくさんある｡ 国民が多かれ少なかれ保護者 (master)

の支配の下にあった家父長的制度 (thepatriarchalsystem)が解体しつつあり,そのうえ,

多くの若者たちが,徴兵を逃れるために故郷の村々を捨てて,首都の巨大な人口の中に紛れ

込んでいくのである｣89)

首都の人口の大半を成したのは,中国人とこうした浮浪の民であった｡シャム臣民が,もは

や,一人一人保護者の下に登録され,目印をつけられた存在でなくなっていった時,かれらを

｢登録されていない中国人｣と区別する手だてはなかったoこのような状況において,無制限

に外国の保護が与えられるとすれば,これらのすべての無法者が保護民と化しえたであろう｡

事実,保護民化は,タイ人の問でも進んでいたのである.90)問題の行き着 く所はここにあった

と思われるO国家の法と秩序がその民にとって無視しうるものとなれば,国家の支配はその基

礎から揺らぐことになろう(､

保護民創出の規制,さらには保護民創出を圧力として機能させている保護民に対する領事裁

判権の撤去の要求は,近代国家としての領土主権の主張に基づかねばならなかった｡それは,

保護民の大半を占める中国人をも国家支配に包摂する意志を表明することであるから,そのた

めには,シャム臣民と中国人の問にそれまで設けられていた ｢境界｣を取 り去って,中国人を

等質の国民として認めることが必要となろう｡

1909年3月26日に発せられた ｢中国人の手首に紐を結ぶ方法を廃止する布告｣91)は,シャム

政府が中国人をシャム臣民と等質の存在と認める宣言であった｡先に検討した ｢中国人人頭税

法｣制定の翌年(1901),中国人を含まないシャムの民 (18才以上60才以下の男子)については,

一部の例外を除き, 希役労働を完全に廃して, 年 6bahtの課役代 (人頭税)徴収に代えた

｢ラタナコーンン暦120年課役代徴収法｣が制定されていた｡92)これに対して中国人は,1900年

以後,1903年,1906年に,4baht24atの人頭税を徴収され,｢手首に紐を結｣んでいたが,
ここに至ってシャム政府は,｢外国人としてよりも, タイ人と等 しいものとみなす｣ 中国人に

も年 6bahtの課役代を要求し,手首に紐を結ぶことを廃したのであった.

ここで示された税負担における平等化は,1907年の対フランス条約以後実現の運びとなった

フランス保護民に対する裁判権の獲得が,中国人の国家支配への包摂を要請 したことを考える

89)Siam,Ministryoりustice(1908),p･4･1905年8月29日に｢徴兵法｣("PhraratchabanyatLaksanaKen
ThahanRatanakosinSok124,"P.K.P.S.,Vol.20,pp.302-315.)が公布されたOただし,クルン
テープ州の同法適用は, 1907年7月11目付布告により,1908年4月1日からとされた.("PrakatChai
PhraratchabanyatLaksanaKenThahanA.S･124NaiMonthonKrungThep,"A K･P･S･,Voll21,
1).240.1
90)Sayre(1928),p.676.
91)HPrakatLukWithiRanPhukPiThiKhoMuein,"P.K.A S.,Vol.22,pp.601-604.
92)HPhraratchabanyatRepNgunKhaRatchakanRatanakosinSok120,"PIK･PIS･,Vol･18,pp･224-
230.
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時,当然の処置であったといえよう｡同布告においてシャム政府は,中国人に対してタイ人と

全 く等 しい権利と自由を認めてきたと主張した｡そしていまや義務も等 しくするに及んで,中

国人とシャム臣民を隔てた ｢境界｣は消失し,領域統治の原則が一貫性をもって打ち出された

のである｡

Ⅴ ま と め

｢近代化の開始の前夜においては｣, シャム国家の政治システムの外にいる中国人が, 政治

システムの変改を伴わずに,新しい経済的要請を満たす役割を果たした,とWilsonは論じて

いる｡1870年代以降,バンコクに多量の労働力が求められた時も,シャムは,これに応ずる中

国人を,旧来の人的結合に基づく支配原理を維持して,その枠の外においたまま受け入れてい

った｡こうして巨大な中国人人口を首都に抱えるようになった頃,ようやく統治の根本的改革

が開始され,人的紐帯から逃れた民の少なからぬ部分がバンコクに吸収されて,中国人ととも

に都市の人口を形成し始めた｡そして増大する都市の民に対して,シャム国家がいまだ有効な

統治を行ない得ないでいる時,飯事裁判権が足下からシャムの民を蚕食していくことに気づか

されたのであった｡

これを阻止するために,既にシャムの経済にとって不可欠の存在となっていた中国人をもシ

ャムの国民として包摂 した,一円的領域統治の原則を定立せざるをえなかった,といえないで

あろうか｡この時期に ｢近代的｣法典を編纂する必然性もそこにあったのではないか｡1908年

の刑法,さらに暫定的ながら,裁判所法 ･民事訴訟法93)の成立によって,領域内のすべての民

をとりこむ体制が整い始めたところで,1909年に打ち出された人頭税の一律化は,この文脈に

おいて理解したい｡

このように,一円的領域統治の原則は,国内統治に対する直接的外圧を排するための体裁と

して, 早急に求められたという色彩が強い ように思われる｡ この体裁は, 直接的外圧である

保護民創出を通じての領事裁判権の濫用を食い止めることができたが,本来の魔事裁判権の撤

義,すなわち国際社会における対等の国家主権の確立と直接結びつくものではなかった｡むし

ろ, この時はじめて タイにおける領事裁判権は,｢治外法権｣と呼びうるものになったといえ
よう｡

一方国内統治に関しても,この ｢解決｣は問題を残した｡いわば,旧来のシャムの政治シス

テムが吸い寄せた中国人を近代国家の枠組に押し込もうとした1909年の人頭税法は,中国人の

ナショナリズムが容認するところではなかった｡Skinnerのいうように,この時,タイにおけ

る中国人 (華僑)問題が生起する｡94)

93)"phrathammanumSamYutthitham RatanakosinSok127,"P.K･P.S.,Vol･22,pp.238-253;"Phrara-
tchabanyatWithiPhiearanaKhwamPhaengRatanakosinSok127,"P･K･P･S･,Vol･22,pp.254-320.
94)Skinner(1957):p.155,p.162.
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また,中国人以外の大多数のシャム臣民に対して,新しい支配原理はどのように及んだのか｡

それは今後の課題としておかねばならないが,さしあたり次のようなことは言えるであろう｡

前出の1908年9月4日公布の ｢矯正法｣95)は,首都の犯罪者を収監するかわりに,地方へ送

って,そこで役人の ｢父の子に対するような｣監視の下で矯正しようというものである｡首都

の治安を回復するために,また保護者を離れて首都に出てきた浮浪者を正業に就かせるために

有効な手段として採用されたのは,再びかつての Naiのどとき監督者の手を借りることであ

った｡同法が象徴するように,人的結合による支配の構造を変革 し,単なる体裁ではない真の

領域統治の実現には,これからまだ多くの時間を要するであろう｡そしてまた,バンコクは確

かにシャムでありながら,シャムではなかったことを思い出しておく必要があろう｡バンコク

において新しい原則の定立を要求した状況は,地方には存在しなかった｡バンコクをやや離れ

れば,いまだ商品経済の波及することの少ない農村社会があった｡

以上,筆者は本稿において,保護民問題が,タイにおける一円的嶺域支配原理の成立の,少

なくとも一つの契機であったことを示そうと試みた｡本稿で大まかに述べたことをいっそう抽

象化して示せば次のようになる｡

人的結合に基づく国家支配は,一定領域内の人間をすべて包摂するものではない｡ しかし,

そこには儲域概念が存在しない以上, それが不都合と感じられることはない｡ タイにおいて

領域は,外側から決定された髄界によってもたらされた｡しかし,領域が成立したからといっ

て,人的支配を成立させた条件が変化しない限り,直ちに支配原理の全面的転換が起こるとは

考えられない｡落ちこぼれが少数であれば,それは見逃されていたと思われる｡中国人の流入

は,国家支配に包摂されない人間の増大を意味した｡にもかかわらず放置されていた大量の中

国人が,保護民として奪われることによってはじめて,かれらを包摂する支配の必要性が認識

される.さらに,19世紀中の社会経済的変動によって,また一連の制度的改革によって,人的

支配が全般的に弛緩した結果,中国人を除外する国家支配の ｢境界｣が定かでなくなり,奪わ

れる人間は中国人に止まらなかった｡ このことが, すでに意味をなさなくなった人的支配の

｢境界｣を取り去った,一円的領域統治の原則定立を促した｡

あ と が き

本稿で筆者は, ｢保護民問題｣という語を明確に規定しえないまま使用した｡

それは一つには,おそらくこれが公然とまかり通った不正に発 していたがゆえに,96)あるい

はまた不正をまかり通らせた事情のゆえに,十分な史料がえられずに,筆者が事の全容をつか

95)"PhraratchabanyatDatsandanKhoneoneatLaeKhonThiKuiTongThotLaiKhrang,"P.K.P.
S.,Vo122,pp.344-347.
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むにはほど遠いからである｡ しかし,保護民問題が刑事上の問題に止まらないことは明確に

しておかねばならない｡本稿では,バンコクの治安問題を,それが直接多くの人々の目に触れ

る形で表出しているため手元の史料で一端を窺いえたことにより,また刑法典成立との関係を

重視して取り上げたのであるが, フランスとの日常的な摩擦は, 民事の混合裁判方式から生

じていたことが多いと思われる｡その中で,保護民の土地に対する権利をめぐる争いが多数存

在したことは注目に値しよう｡97)また保護民問題を,主として中国人に関係するからという理

由で,中国人 (華僑)問題と限定することは,本稿で触れえなかった中国人側の主体的条件を

考慮しなければならないとしても,問題の本質を見失う結果になると言うことができる｡

さらに保護民問題を規定しえない理由を述べるならば,筆者にまだこの問題が指し示すより

根本的な話題に応ずる準備ができていないためでもあるOそこで最後に,現在筆者の念頭にあ

る諸点を書き留めて,筆をおくことにしたいO

当面最も直接的な課題は,チ-サーピバーン体制の評価であろう｡本稿で筆者は,チ-サー

ピバーン体制の成立を領域国家の誕生とみなす田辺氏の所説に対して批判的な叙述を行なった

ことになる｡国家の領域内に,属人的原則に基づく異なるカテゴリーの人間の存在を認め,ま

たそれが把捉しうるに足りないほど少数であるからとの理由で,何ら関与することのない ｢鶴

城国家｣がありうるであろうか｡20世紀の初頭においても,タイには未だ髄域統治は確立され

ていなかったと言わざるをえない｡

しかし,チ-サービバーン体制が,成立の時点において国家が包摂 していた民に対して,亀

城的支配を志向していたか否かは,別の問題であろう｡筆者は少なくとも ｢ラタナコ-シン暦

116年地方行政法｣(1897年 )98)を見る限りでは,これをもって領域統治の成立とみなすことは

できないと考えているが,この問題は,内務省の地方行政改革と密接な関係を保ちながら遂行し

た司法省による法制度改革の検討を通じて追及したいと考える｡その際大切なのは,地域的偏

差に留意することであろう｡諸法令は,公布されても直ちに全土に適用されたわけではないの

で,その施行の実態を,旧来の支配秩序における諸地域の理念上および実際上の位置づけと,99)

96)1904年にシャムの立法顧問として迎えられたフランス人Padouxは,1900年にベルギ-人 1)angcの論
文が掲載されたのと同じ『国際私法雑誌』に,8年後 (1908)に寄せた論文において,中国人登録とい
う｢慣習｣(pratique)について, ｢おそらくカトリックに改宗した若干の中国人に公式の保護が与えら
れたのに続いて,いくつかの外国領事館が中国人に保護証明書を交付し始めたのであろう｡｣とさりげな
く記し[Padoux(19081,p.695),もっぱら1907年のシャム-フランス条約における前進を讃えている｡
確かに,資格のない中国人の登録はラーマ4世王期に既に始まっており,アメリカおよびポルトガル
の亀事館は,一時期,公然と登録証販売を行なったとされるLSkinner(1957):pp.145146;Nathabanja
(1924):pp.123-1241｡しかし,同じPadouxが,｢由々しき危険｣(undangerv6ritable)をもたらした,
とする多数の中国人-の保護拡大が,Padouxが一言も触れないフランスの政策によって生じたことは
明らかである｡

97)北原 (1975):pp･310-312･
98)"phraratchabanyatLaksanaPokkhrongThongthiRatanakosinSok116,"p.K.P･S.,Vol.16,pp･
22-67.

99)田辺 (1972-a)を参照｡Akinの描いたタイ社会の機構は,シャム国家の中核部の理念上の姿であろうU
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19世紀半ば以降の変容の度合と連関させながら,綿密に検討する必要があると思われる｡

次に,本稿で述べたように,領域統治がその端初においては ｢体裁｣にすぎなかったとすれ

ば,真の領域国家がどこから生まれて くるかを問わなければなるまい(,それは土地と人間との

関係の変化 (近代的土地所有の成立)によらねばならないと思われるO 問題-の此方か らの接

近が不可欠であろう｡ そしてさらに, ｢前近代タイ国家の人的支配｣が残された問題であるこ

とは言うまでもない｡
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